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「付加価値貿易で見る新たな試み：自由貿易と貿易ルールへの貢献」 

 
パネルディスカッション用 メモ            小島 明 
                    （日本経済研究センター研究顧問） 

 
１， 大震災後の日本企業の海外市場戦略の調整 

地震、津波、福島原発事故と電力不足が重なった「複合被害」「複合危機」 
であり、円高も加わり、企業は経営戦略を点検。2011年 3月に前月比マ
イナス１５％強と過去最大の落ち込みを見せた鉱工業生産も震災前の水

準を回復、マクロ経済は「回復」。しかし企業経営の面で重要な構造的な

変化。その方向は中国をはじめアジア地域への生産移転であり、アジア

経済全体としては域内相互依存の深化を意味するが、日本の国民経済は

空洞化の懸念あり。 
２， サプライチェーンの寸断で代替調達先を検討しだした海外企業 

被災地の東北と北関東は日本の「ものづくり」の一大拠点。自動車、電

機など組み立て型メーカーを支える基幹部品、素材産業、製造機会産業

の「集積」地。被災によるサプライチェーンの分断で特に自動車の生産

が激減、北米、中国でも部品供給が途絶え、一時大幅な生産削減。東北

地域の産業集積の存在感が実感された。被災した部品・素材メーカーの

生産力復旧は急ピッチで進み、現場力の強さも示した。しかし、日本企

業が海外での代替生産を加速し、外国企業も「ジャパン・リスク」を重

視し日本に限定せず世界的な視野で代替調達先を検討。サプライチェー

ンを単に「復旧」するだけでなくさらに強化しなければ「ジャパン・リ

クス」回避が止まらない。 
 （神戸港のケース＝阪神大震災で壊滅的な被害を受けた神戸港の修復

は２年を要し、その間、国際ハブ機能は釜山、上海、高雄などに移り、

神戸港のはての地位を失ったまま。「そうした運命を避けるには、被災地、

さらに電力不足の影響が深刻な関東においても、製造業を一刻も早く回

復させる迅速な対応が不可決。遅れれば、日本企業による海外での生産

代替、海外企業の代替調達が本格化しかねず、需要が元に戻らず、日本

の製造業全体の集積力（生産性と創造性の向上）が失われかねない」（藤

田昌久 RIETI所長）。 
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３， 「３年以内に海外移転」が４割＝日本経済新聞社７月１４日集計、「社長

１００人アンケート」（国内主要企業、今回は１４０社のトップから回答）

によると、３９．３％（５５社）が「国内制度や経営環境が現状のまま

なら、何らかの機能を海外に移転せざるを得なくなる」。海外シフトの対

象は「主力ではない生産拠点」２０．０％、「一部の研究開発拠点」１７．

１％。「一部の本社機能」「主力の生産拠点」ともに１０％台。 
４， 経済産業省調査＝震災後、主要国内メーカーの７割が「部品供給元の海

外移転が加速する可能性がある」と回答。 
５， 円高、電力危機、将来の電力値上げと企業経営 

・パナソニック＝リチュウムイオン電池で、国内大型投資は見送り、中

国での生産を拡大、中国比率を現在の１－２割から、２－４年後には５

割程度へ。北京、無錫に続く３箇所目の工場を２０１２年４月完成めざ

し蘇州で建設中。国内８箇所の民生用リチュウウム電池生産のうちすで

に守口（大阪府）、洲本（兵庫）工場で生産停止、京都工場は閉鎖。 
・三菱マテリアル＝今後３年間で計画している１４２０億円の新規投資

のうち、６割が海外。円高がさらに進むようなら、海外投資がさらに加

速も。 
・トヨタ自動車＝ハイブリッド車用モーターなど基幹部品を２０１３年

にも中国で生産へ。 
・東芝＝インド、インドネシア、ベトンナムの３国で液晶テレビをの開

発へ。デザイン拠点置き、２０１１年１０月から現地仕様の製品を企画、

２０１２年以降は設計やソフトウェア開発も。 
・日立製作所＝今秋インドに研究所設立。先進的なＩＴ技術を取り込み、

インフラ系の新技術の開発を狙う。研究所は中国には１９９９年、歐米

は１９８０年代に設けた。研究者３０００人の９５％は国内だが、将来

は国外、国内半々を目指す。 
・ブリジストン・タイヤ・インドネシア＝ジャカルタ郊外の工場で合成

ゴム加工用の薬品の調達先を日本から中国に切り替える方針。 
・中国ＢＹＤ（電機・自動車大手）＝携帯電話生産に使う日本製の半導

体メモリーやコンデンサーの調達を、日本製以外の部品に代替。 
６， 各国から海外移転の誘い。 

経済産業省調査（円相場最高値をつけたのを受け８月２２－２６日、大

手製造業６１社を調査）＝諸外国から海外進出への誘致を受けた企業１

８％。うち中国からが３社、タイ、シンガポールなどその他アジアが４

社。円高による収益への影響は、１ドル＝７６円が半年以上続いた場合 
         ――２―― 



「前年比２０％以上の営業減益」３２％。現状の対策は「生産・研究開

発拠点の海外移転」２３％。１ドル＝７６円が半年以上継続した場合に

は「海外移転」４６％、「原材料の海外調達拡大」も９％増える。 
７， 「立地競争力」 
   １９９１年はソ連が崩壊し、冷戦終戦。世界中が市場経済化、外国資本

誘致の大競争。日本はバブル景気崩壊で、以後長い経済停滞と内向き、

消極思考。結果としてアジア地域、アジア太平洋地域の統合プロセスを

積極的、戦略的に主導できず。個々の企業が生き残りのため生産海外移

転。世界が戦略的に「対内」直接投資拡大を目指し、成果をあげる中、

日本は政府の戦略は弱く、個々の企業の行動の結果、「対外」直接投資ば

かりで「対内」直接投資が極端に少ない。 
   ＧＤＰに対する「対内」直接投資の比率は日本３．９％、米国１６．２％、

ドイツ２９．０％、韓国１２．１％。近年（２００８年ころから）、日本

への外資系企業の新規参入が撤退数を下回る。海外企業からみた日本の

事業環境としての魅力度は近年急速に低下、２００９年調査ではアジア

地域統括拠点や研究開発拠点といった日本が従来競争優位を有していた

「拠点機能」でも首位から転落（２０１１年通商白書）。 
経団連の政策提言「成長戦略２０１１」は「国内事業環境が大震災後一

層悪化、かつてない空洞化の危機に直面している」と指摘し、「国際的な

立地競争力の強化」を求める。 
８， 長期的な課題＝アジアなど成長経済のダイナムズを取り込み、かつ国内

で高付加価値の新しい技術、商品がダイナミックに創造されるシステム

を確立する。そのために、必要な制度・慣行の改革と真のグローバル化

を目指した日本の開国。 
・致命的な FTＡや TPP への取り組みの遅れ。貿易額占めるＦＴＡ対処
国（交渉中も含む）の比率は２００９年実績で３６％。韓国の６１％、

ＥＵ（域内貿易を除く）の４６％と比べ、“周回遅れ”が顕著。 
・「貿易立国」日本の貿易依存度は国際平均以下の皮肉＝２００９年の貿

易依存度（実質貿易額/実質ＧＤＰ）は日本２３％、世界全体５７％、米
国２７％、中国７０％、インド４５％、ASEANプラス６が４８％、NAFTA
３２％。双方向の投資が少なく、純輸出は多く輸入が少ない。 
・FTAや TPPは輸出市場の拡大に寄与するだけでなく、輸入、対内投資
を通じて国内市場での競争を促し、国内経済を活性化させる効果がある。

グローバル化に反対する農業関係者が多いが、①農業総産出額は１９８

５年の１１．６３兆円がピークで以後減少を続け２００９年には８．０ 
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５兆円に。２０年間で３．５兆円も落ちこんだ。徹底的に保護しても衰

退傾向になるのは政策、制度そのものに問題がありそう②農業就業人口

２６０万人のうち農業専業は４０万戸、兼業の殆どが製造業で働く、そ

の製造業が減少、衰退の危機に直面。 
・海外生産移転するのも個別企業の合理的な経営判断であり、人為的に

止めることはできない。海外移転が起こることを前提に国内に新たな企

業が起こり、新たな技術・商品、さらに新たな産業が創造されるダイナ

ミズムを確保する政策が肝要。 
・韓国企業が急速に技術水準を高めている。日本技術の真似に過ぎない

との認識は捨てる必要がある。中国も世界中からの投資を受け入れなが

ら独自技術を確保すべく努力を強化している。インドのＩＴ人材の活用

も積極的で日本に消極主義と自前主義が目立つ。 
・付加価値貿易でも日本からの生産移転が当初に企業内貿易中心の経営

から中国市場をターゲットとしての基幹部品、製品の移転、研究開発部

門の移転が増える状況になっている。その結果、国民経済ベースで中国

経済における付加価値創造が促される。 
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